












































































































































事態はまさしく舘の懸念通りの方向へと展開する。短期大学は 1991年度の 592校（国立 41校，公立
























度現在，大学は 179校（国公立 26校，私立 153校），同在籍者数は約 1,984,000人（国公立約 420,900人，
私立約 1,563,100人），専門大学は 146校（国公立 10校，私立 136校），同在籍者数は約 760,900人（国


















































































































































































になる。前述の通り短期大学機関数は 1991年度の 592校から 2010年度現在 395校，約 33.3％の減少
であるが，その在籍者数は 446,750人から 155,274人，約 65.2％の減少であり，この間の 18歳人口推
















る課題と展望」『早稲田教育評論 第 25巻第 1号』早稲田大学教育総合研究所，pp. 71–87，などを参照。





胖他編『変貌する高等教育（岩波講座 現代の教育　第 10巻）』岩波書店，pp. 242–266。
　⑻ 宇佐見忠雄（2006）『現代アメリカのコミュニティ・カレッジ―その実像と変革の軌跡』東信堂。





 ・ レベル 5B：「専門士」を授与する専修学校専門課程，短期大学，高等専門学校，短期大学専攻科，高等専
門学校専攻科。
 ・ レベル 5A：四年制学士課程，六年制学士課程（医学，歯学，獣医学），修士課程，大学専攻科。
 ・レベル 6：博士課程。
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